
 

  
                                      

 

＝5年を超えて働けば、だれでも無期雇用の権利＝ 

＜使用者は拒否できない!＞ 
 

 宮城県労連 東北大学の 3000 名を超える非正規職員の

雇止めを考える市民シンポジウムを開催 

東北大学職員の方を始めフロアから溢れる程多くの方が参加。 

 

5月 31日、「みやぎ 2017市民の憲法行事」(今年は 37行事が企画)の参加行事として宮城県労連

が、「東北大学の 3000 名を超える非正規職員の雇止めを考える」市民シンポジウムを開催しまし

た。市民シンポは、当事者である東北大学職員はじめ他大学や民間職場から会場に入れきれず外に

あふれる 135名の参加者で、熱気あふれる集会となりました。 

市民シンポジウム開催の目的は、2013 年 4 月に改正された労働契約法に、新たに 18 条(無期労

働契約への転換)、19条(「雇止め法理」の法定化)、20条(不合理な労働条件の禁止)の条文が加わ

ったことで、有期契約(期間の定めのある契約)の労働者が通算 5年を超えると、だれでも申込みに

より、無期契約(期間の定めのない契約)になるという法律を多くのみなさんに知らせ、労働組合に

加入して安定的かつ意欲的に働く職場環境づくりを社会的にアピールすることにありました。 

 法律改正時の議論では、無期転換前の雇止めが最大の懸念材料だったとして、高橋千鶴子衆議院

議員（共産党）（国会情勢で参加が難しくなったためにメッセージを紹介）と郡和子衆議院議員の

石田一也秘書（民進党）から報告をいただきました。 
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シンポの冒頭、東北大学職員組合の小野寺智雄さんは、大学当局が労働契約法の無期雇用の権利

(無期転換権)を行使させないために、2018 年 3 月 31 日で 1500 人の大量「雇止め」方針を変えよ

としていない実態や労働局からの行政指導にも従わない異常な当局の姿勢を報告しました。当局に

よる「雇止め」対象者数は、3200 人(2018 年 3 月末が 1500 人で、2019 年 3 月末と 2020 年 3 月末

で 1700人)にも達し、「大量の新人で教育研究活動が停滞する。新たに雇用する 1500人の教育コス

トがムダだ。大学に取ってマイナスでは」という声が、大学病院はじめ学内から寄せられています

(東北大学総長に対する職員アンケートに 1000人を超える切実な声が寄せられました)。 

当事者としての思いを語るパネリストの後藤さん 

 

140人の雇止めを撤回させた。無期転換のプロジェクトを立ち上げた。無期転換の相談も多く北海

道新聞が一面で私たちの運動を報道している。労働組合に加入してがんばろう」(道労連黒澤幸一

議長)と、多彩な運動が紹介されました。 

東北大学職員組合の当事者である非正規職員の後藤洋子さんは、「東北大学で 12年間勤務をして

いる。5年でようやくベテランと呼ばれる仕事です。雇用を 5年で打ち切りという大学当局のみな

さんは仕事の理解がない人たちです。ベテランを新人に切り替えるというのは大学に取っても大き

な損失です。生活を維持するためにもがんばる」と語りました。 

フロアからの発言では、「東北大学のことが国会でも取り上げられ、全国の大学でも対応が変わ

ってきた。厚労省や文科省の交渉内容をみなさんに知らせて雇止めの撤回までがんばろう」(全国

大学高専教職員組合)、「非常勤職員の定員化の運動もしてきた。非常勤職員の雇止め撤回・待遇改

善は当事者の怒りからです。私たちも応援をする共にがんばろう」(全日本国立医療労働組合)、「職

員組合の交渉相手は理事会であり教授会だ。大量解雇ストップのために OB として出来ることがあ

ればがんばりたい」(東北大学退職者)など、これからの運動への提案やエールが送られました。 

シンポジウムのまとめを行った遠藤秋雄宮城一般労働組合副委員長は、労働契約法 18条・19条・

20 条は、新しく条文化された法律です。無期転換する 5 年という出発時期は 2013 年 4 月 1 日で、

丸 5年となるのが 2018年 4月 1日です。4月 1日以降‟期間の定めのない雇用になります”と宣言

をすれば、だれでも無期雇用となります。使用者はこれを拒否できません。しかしこの「無期転換

ルール」が知られていません。インターネットによる調査では、非正規の８５％が「知らない」と

回答しています。一方で、企業側は７１％が「内容を理解している」と回答しています。東北大学

当局が無期転換権を嫌い、3200 人の大量解雇を強行しようとしています。非正規職員の大量解雇

反対の運動を宮城から全国に発信していきましょうと結びました。 

 

 

4 人のシンポジストのみなさんからは、

「無期転換権をうばう雇止めは労働契約法

第 18 条から見ても大きな問題だ」「労働契

約書の不更新条項があったとしてもそれで

労働者の期待権がなくなるわけではない」

(長沼拓弁護士)、「基幹的労働者・熟練労働

者が大量に雇止めになれば大学の運営が混

乱する。運営交付金の削減も大きいが、5年

で人が入れ替えられれば仕事の効率も下が

る。労働者の尊厳を傷つけることにもなる」

(東北大学職員組合飛田博実委員長)、「無期

転換のたたかいで札幌市児童会館指導員

140 人の雇止めを撤回させた。無期転換の

プロジェクトを立ち上げた。無期転換の相

談も多く北海道新聞が一面で私たちの運動

を報道してい。労働組合に加入してがんば

ろう」(道労連。 


